
単位：円

№ 事業名称 担当課名 事業の概要 事業費 事業実施による効果

1

電力・ガス・食料品
等価格高騰重点支
援給付金【低所得者
世帯給付金】

社会福祉課

新型コロナウイルス感染症の影響によるエネルギー・食料品価
格等の物価高騰の影響を受け、負担感の大きい低所得世帯へ
の負担軽減を図るため、住民税非課税世帯に１世帯当たり３万
円を支給する。

    264,438,342

市内8,357世帯に対して
計250,710,000円を支給
し、低所得世帯への負
担軽減に寄与した。

2
医療機関等物価高
騰対策緊急支援金
交付事業

健康管理課

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、コロナ禍に
おける原油価格、物価高騰の影響を受けている医療機関、薬
局等の負担を軽減し、安定的かつ継続的な事業運営を支援す
るため、支援金を交付する。

      10,342,915

市内174事業所に対して
計10,300,000円を支給
し、継続的な事業運営に
寄与した。

3

障害福祉サービス
事業所・施設物価高
騰対策支援金交付
事業

障害福祉課
新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品価格等の物
価高騰の影響を受けている障害福祉サービス施設等に対し
て、事業の継続を支援するための支援金を交付する。

        4,098,673

市内55事業所に対して
計4,090,000円を支給し、
継続的な事業運営に寄
与した。

4

介護サービス事業
所・施設等物価高騰
対策支援金交付事
業

高齢者支援課
新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品価格等の物
価高騰の影響を受けている介護サービス事業所・施設等に対し
て、事業の継続を支援するための支援金を交付する。

      14,559,039

市内202事業所に対して
計14,540,000円を支給
し、継続的な事業運営に
寄与した。

5
公立保育所物価高
騰対策事業

子育て支援課

新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品価格等の物
価高騰の影響を受けている公立保育所について、給食賄材料
費及び光熱水費等の物価高騰見込分に地方創生臨時交付金
を充当する。

        4,845,338

賄材料費、光熱水費を
臨時交付金で負担する
ことにより、子育て世代
の保護者の負担軽減に
寄与した。

6
私立保育所等物価
高騰対策補助事業

子育て支援課

新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品価格等の物
価高騰の影響を受けている私立保育所、認定こども園、地域型
保育事業所、認可外保育施設（子ども・子育て支援新制度未移
行幼稚園を除く）に対し、給食材料費及び光熱水費等運営に係
る経費の物価上昇見込分を補助金として交付する。

        9,784,000

市内19施設に対して計
9,784,000円を支給し、施
設の負担軽減に寄与し
た。

7
学童クラブ物価高騰
対策補助事業（光熱
水費分）

子育て支援課

新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品価格等の物
価高騰の影響を受けている公設の学童クラブに対し、光熱水費
等運営に係る経費の物価上昇見込分に地方創生臨時交付金
を充当する。

             29,054

賄材料費、光熱水費を
臨時交付金で負担する
ことにより、子育て世代
の保護者の負担軽減に
寄与した。

8
学童クラブ物価高騰
対策補助事業（物価
上昇分）

子育て支援課

新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品価格等の物
価高騰の影響を受けている民設の学童クラブに対し、学童クラ
ブ運営にかかる経費の物価上昇見込分を補助金として交付す
る。

        2,040,000

市内12単位に対して計
2,040,000円を支給し、施
設の負担軽減に寄与し
た。

9
子育て世帯生活応
援給付金事業

子育て支援課

新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品価格等の物
価高騰の影響を受けている子育て世帯の生活を支援するた
め、市内在住の18歳未満の児童を養育する世帯に対し、児童
手当等の情報を活用し対象児童1人あたり15,000円を支給す
る。

    166,323,202

市内10,685人分
160,275,000円を支給し、
保護者の負担軽減に寄
与した。

10
私立幼稚園物価高
騰対策補助事業

学校教育課

新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品価格等の物
価高騰の影響を受けている私立幼稚園、私立保育所に対し、
給食材料費及び光熱水費等運営に係る経費の物価上昇見込
分を補助金として交付する。

        1,288,000

市内2施設に対して計
1,288,000円を支給し、施
設の負担軽減に寄与し
た。

11
学校給食物価高騰
対策事業

学校給食セン
ター

多子世帯の第３子以降の給食費を無償化するとともに、学校給
食食材費の高騰分を市で負担することで、長引くコロナ禍の不
景気と、ウクライナ情勢の影響による物価高騰で打撃を受けて
いる子育て世代の保護者の経済的負担を軽減する。

      52,271,444

給食費、食材費を臨時
交付金で負担することに
より、子育て世代の保護
者の負担軽減に寄与し
た。
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